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対象事業に係る環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法に関する県知事意見 

１．全般的事項 

No. 意見概要 事業者の考え方（案） 

1 

環境影響評価の実施中に、現時点で想定し
ていない環境への影響を及ぼす要因が判明
したときや新たな知見が得られた場合には、
必要に応じ選定されている項目及び手法の
見直しを行うとともに、追加調査を実施する
こと。 

新たな環境影響の要因が判明した場合又は、新
たな知見が得られた場合には、環境検討委員会の
助言を得ながら、必要に応じ見直し及び追加調査
を行います。 

２．対象事業の目的及び内容 

No. 意見概要 事業者の考え方（案） 

１ 

方法書では、目的として記載されている洪
水調節及び正常流量の確保の説明が十分に
なされていないが、準備書においては、当該
ダムの建設によってどれだけの治水効果が
あるのか、また現状の河川流量がダム供用後
にどのように変化し、正常流量が確保される
のかなどについて、具体的に住民にわかりや
すく記載すること。 

山鳥坂ダムの目的である洪水調節や正常流量の
確保については、準備書に記載します。 

２ 

工事の実施に伴う粉じんや騒音・振動等の
影響については、工事期間及び工程から粉じ
ん等の発生が最大となる時期を想定し、予
測・評価する必要があることから、準備書に
おいては、予測の前提となった工事期間及び
工程を明らかにすること。 

粉じん等及び騒音、振動等の影響予測の前提と
した工事の期間や工程については準備書に記載
します。 

３．大気質 

No. 意見概要 事業者の考え方（案） 

１ 

工事の実施に伴う粉じん等の影響につい
ては、建設機械の稼働だけでなく、工事用の
資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に
伴い発生する粉じん等についても予測・評価
すること。 

工事用車両の走行に伴う粉じん等については、
未舗装の工事用道路を工事用車両が運行した場
合の環境影響評価が懸念されることから、工種の
一つである現場内運搬を対象として予測及び評
価を行います。 
なお、一般供用道路における工事用車両の運行
については、一般供用道路が舗装路であること、
及び、工事区域の出口において粉じん等の発生要
因であるタイヤに付着した泥等の洗浄を行うこ
とから、一般供用道路の状況は工事の実施におい
てもほとんど変わらないものと考えます。 

２ 

工事の実施に伴う粉じん等及び騒音・振動
の影響について、対象事業実施区域から約
500ｍの範囲内の区域のみに予測地点を設け
ているが、工事用車両のほとんどは国道 197
号線及び鹿野川大橋を通過する。このため、
国道 197 号線沿線や鹿野川地区の中心集落
においても、粉じん等及び騒音・振動の影響
を受けることから、学校や住居の存在等を勘
案し、影響を的確に把握できる地点を、予測
地点として追加すること。その際、工事用資
材等の搬出入ルートや交通量等を明らかに
すること。 

一般国道 197 号については、平日昼間の交通量
が約 5000 台に対して工事資材の搬入ルートを国
道 197 号にした時の工事用車両はピークでも１
日約 80 台程度と少なく、道路の状況は工事の実
施においてもほとんど変わらないものと考えま
す。 
鹿野川地区を走行する車両の粉じん等及び騒
音、振動は、方法書で示した調査地点から鹿野川
地区の中心集落までの交通量がほとんど変化し
ないと考えられることから、現在設定している地
点で環境影響を把握することは十分可能と考え
ます。 
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４．水質 

No. 意見概要 事業者の考え方（案） 

１ 

河川整備計画において、山鳥坂ダムを含む
３ダムの統合管理を行い、正常流量を確保す
るとしていることから、その具体的な内容を
明らかにしたうえで、ダム供用後の水質予測
を行うこと。 

河川整備計画で位置付けられているダムの整
備のうち、鹿野川ダムにおける発電容量の廃止、
放流施設増設及び選択取水設備の設置、山鳥坂ダ
ムにおける選択取水設備の設置の状況を勘案し
て水質予測を行います。 

２ 

ダム供用後の水質については、鉛直二次元
モデル等を用い予測することとしているが、
予測モデルは現実との誤差を伴うものであ
ることから、既存ダムの事例調査の結果や最
新の科学的知見等を踏まえ、適宜補正するな
ど、予測精度の向上を図るとともに、予測対
象時期であるダムの供用が定常状態となる
時期についても、適切に設定すること。その
うえで、準備書では、予測精度が確認できる
よう、検証に用いた既存ダムの諸元や周辺環
境の状況及び現況再現性の検証結果などを
具体的に示すこと。 

水質の予測においては、予測精度が保てるよ
う、既存の類似ダムを検証ダムとして設定し、検
証及び補正を行います。また検証の内容について
は準備書に記載します。 

５．地形・地質 

No. 意見概要 事業者の考え方（案） 

１ 

ダム予定地周辺には、方法書で明示されて
いる国土交通省所管以外の地すべり防止区
域が存在するとともに、過去の調査において
もダム湛水に伴う崩壊・地すべり危険箇所の
存在が指摘されている。このため、事業の具
体化に当たっては、地盤環境への影響に配慮
した計画とするとともに、地形・地質は地域
の動植物や生態系の存続基盤となっている
ことから、これらの保全の観点からも「土地
の安定性」を環境影響評価項目として追加す
ること。その際、事業者自らが実施している
既往のボーリング調査等の結果を、明らかに
されたいこと。 

土地の安定性を確保することは事業の基本で
あり、地すべり箇所等については、事業の実施過
程において必要な対策を講じるべく検討を重ね
ており、環境影響評価では扱っておりません。 
なお、地すべり箇所等への対策については、周
辺住民に説明を行いながら進めます。 

２ 

土壌図、地形分類図及び表層地質図につい
ては、環境影響評価の基盤となる情報である
ことから、準備書においては、出典を明確に
したうえで、詳細がわかるよう正確な図面を
作成するとともに、凡例を再整理すること  

土壌図、地形分類図及び表層地質図について
は、詳細が分かりやすいように修正したものを準
備書に記載します。 

６．動物（１） 

No. 意見概要 事業者の考え方（案） 

１ 

かつてのクマタカの営巣木周辺地域にお
いては、マツクイムシ等の影響より、アカマ
ツの枯死などが見られることから､集水区域
外に移動している現在のクマタカの営巣木
についても、同様の状況となり、営巣地の移
動も想定される。このため、引き続きクマタ
カのモニタリング調査を実施するとともに、
営巣適地における営巣可能木の状態を十分
把握すること。そのうえで、クマタカは一定
の傾斜地に生育している針葉樹のうち大径
木を営巣木として選択するため、今後の生息
環境を十分把握できるよう、植生図と地形図
とを重ね合わせることなどにより、将来の森
林環境の状況変化について、解析を行ったう
えで、予測・評価すること。 

今後も、クマタカを対象としたモニタリング調
査を継続的に実施し、生息状況や営巣木の状態等
の把握を行います。 
また、既設ダムの営巣地の地形、植生等から営
巣環境について整理します。このほか、行動圏と
その内部構造、狩り場など、複数の視点からクマ
タカの生息状況を把握したうえで、事業によるク
マタカへの影響を予測・評価します。 
なお、将来の森林環境の変化を予測することは
困難であることから、クマタカの予測評価は現況
の森林環境をもとに行います。 
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No. 意見概要 事業者の考え方（案） 

２ 

当該地域の生態系に与える影響を把握す
るためには、生物多様性の見地から、上位性
の重要な種以外についても、現況を十分把握
したうえで、対応していくことが求められ
る。これまでの哺乳類相調査では、当該地域
に生息の可能性のあるジネズミ、ハツカネズ
ミ、ドブネズミが確認されていないことか
ら、引き続き精度を高めた調査の実施を検討
すること。このほか、タヌキについては、当
該地域で広く生息し、個体数が多く、捕獲が
比較的容易な種であると考えられるため、テ
レメトリー調査等により、行動圏や移動ルー
トなどの把握に努めること。 

生態系（典型性）の調査として、生息・生育環
境の状況及び生息・生育する生物群集の状況につ
いて調査を行い、ネズミ類を含む生物群集につい
ても把握していると考えます。 
タヌキについては、哺乳類相調査の結果及び生
態系調査の結果、生息や河川の利用状況、渡河状
況等について把握していると考えます。 

６．動物（２） 

No. 意見概要 事業者の考え方（案） 

３ 

カワネズミについては、現在四国では確実
な生息情報はないが、過去において、カラ岩
谷遺跡の地層から骨が確認されており、県内
では最も生息の可能性が高い地域と推定さ
れることから、当該種に注目した調査の実施
を検討すること。 

カラ岩谷遺跡から出土したカワネズミの骨は
少なくとも更新世後期以前のものとされており、
（鹿間・長谷川 1962）、一万年以上前のものと考
えられます。 
カワネズミは環境省の実施する自然環境保全
基礎調査においても、愛媛県のみならず四国にお
いても確実な生息記録がないことから、生息の可
能性はほとんどないと考えます。 

４ 

コウモリ類については、その多くが愛媛県
レッドデータブックで情報不足の種となっ
ており、慎重な調査対応が必要であることか
ら、引き続き、繁殖活動に配慮しつつ、かす
み網法による捕獲調査を行うとともに、当該
地域における越冬場所の調査や洞窟調査を
実施すること。 

コウモリ類については、平成 17 年度までにか
すみ網による捕獲調査、洞窟調査、越冬期調査を
実施しており、十分な調査を行っていると考えま
す。 

５ 

当該地域の環境は、リス科の種の生息に適
したものと考えられ、特にモモンガ及びニホ
ンリスについては、生息状況を十分考慮した
うえで、工事を実施する必要があることか
ら、当該種に注目した調査を充実・実施する
こと。その際、生息地の水没や付替え道路の
建設等による生息環境の分断の可能性があ
ることから、当該種の巣木・行動圏・移動ル
ート等を十分把握すること。 

モモンガ、ニホンリスについては重要な種とし
て調査を行っています。 
移動ルートの把握は、その生態等から生息場と
餌場の間を大きく移動することはなく、生息環境
の分断による影響は想定されないと考えられま
す。これらの種については、既存文献による生態
情報及び現地調査での確認状況から予測地域に
おける主要な生息環境を推定し、事業計画による
改変の程度から影響予測を行います。 

７．植物 

No. 意見概要 事業者の考え方（案） 

１ 

現地調査で確認されている重要な植物種
の一部に、同定ミスと考えられるものがある
ため、再検討すること。また、一部には、地
点情報が不明であり、確認位置が把握されて
いない重要な種があるが、移動ができない植
物については生育位置、生育量などの情報が
不明の場合、予測・評価が不可能である。こ
のため、各年度の調査資料を精査するととも
に、最新の重要な種の詳細が把握できるよ
う、必要に応じ再調査や追加調査を実施し、
適切な予測・評価を行うこと。 

確認された重要な種については、標本等により
精査を行います。また、確認当時は重要な種であ
ると認識されていなため、確認位置等が把握され
ていない種がありますが、それらの種について
は、平成 15 年度以降にその状況を把握するため
の調査を実施した結果を踏まえ予測評価を行い
ます。 
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No. 意見概要 事業者の考え方（案） 

２ 

現地調査で確認されているクロモジ、ヒメ
クロモジ、ミヤコイバラ、クロムヨウランに
ついては、重要な種としてあげられていない
が、愛媛県では未記録種（県内分布が知られ
ていない種）であり、県レッドデータブック
の絶滅危惧種に相当する極めて貴重な種で
ある。このため、地点情報を把握したうえで、
重要な種として予測・評価すること。ただし、
これらの種については、同定ミスの可能性も
考えられるため、十分な確認を行うこと。 

これらの種については、レッドデータブック等
に掲載されている重要な種ではないため、確認地
点を把握していないものがあります。これらの種
については重要な種に位置づけ、現在の生育分布
及び生息状況について追加調査を行い、予測評価
します。 

３ 

重要な種として現地調査で確認されてい
るニッケイ及びシモツケについては、植栽か
らの逸出の可能性があることから、予測・評
価に当たっては留意すること。 

ニッケイ及びシモツケについては、植栽からの
逸出の可能性が高いと判断し、重要な種として扱
わず、予測評価の対象としません。 

４ 

現存植生図については、植物のみならず生
態系等の環境影響評価にも活用できる重要
なデータベースであり、当該地域の森林環境
を的確に把握したうえで、作成する必要があ
る。このため、次の点に留意し、より精度の
高い現存植生図を作成すること。 

 
①群落組成表によると、常緑広葉樹林のツ
ブラジイ群落の中に、ツブラジイ、アラ
カシが優占する林があり、落葉広葉樹林
のクヌギ－コナラ群落の中にも、コナ
ラ、ナラガシワ、クヌギが優占する林が
存在することから、各々優占種での区分
を検討すること。 
②クヌギ－コナラ群落の中にクヌギが優
占する林があるとしているが、愛媛県に
おいては、クヌギが優占する二次林は少
ないものと考えられることから、十分確
認すること。 
③スギ・ヒノキ植林を一つの植生と捉えて
いるが、それぞれ植生環境が異なるた
め、区分しての図化を検討すること。 

植生図は、地域における生息環境又は生育環境
の状況を把握する観点からベースマップとして
利用しています。 
これらの観点からの予測は、現在の植生図に示
した植生区分で十分と考えています。 
なお、①及び③については、意見を踏まえて群
落組成表を修正しました。②については、植栽由
来と考えられるクヌギ群落として確認していま
す。 

８．生態系 

No. 意見概要 事業者の考え方（案） 

１ 

過去の調査で集水域にクマタカの営巣地
が確認されており、当該地域はクマタカの生
息に適した環境が潜在的に存在しているも
のと考えられることから、引き続きモニタリ
ングを行うとともに、今後の調査結果に応
じ、上位性・注目種としての選定を検討する
こと。その際、営巣地の有無のみならず、ク
マタカの飛翔の範囲や頻度、ハンティングの
状況などを総合的に踏まえ、検討を行うこ
と。 

今後とも、クマタカを対象としたモニタリング
調査を継続的に実施していきます。また、その調
査結果を総合的に検討し、状況の変化が認められ
た場合は、適切に対処します。 
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No. 意見概要 事業者の考え方（案） 

２ 

地域の生態系の上位性・注目種として位置
付けられているオオタカ及びサシバについ
ては、クマタカ同様、営巣木としてアカマツ
を選択するケースが多く、「６動物（１）」記
載のとおり、アカマツの枯死等の問題も考え
られることから、事業実施等に伴い森林環境
が今後どのように変化していくかというこ
とを十分踏まえたうえで、予測・評価するこ
と。 

生態系（上位性）の予測・評価において、事業
以外の要因による将来の森林環境の変化を把握
することは困難であることから、事業の実施によ
る樹林環境の改変の程度から予測評価を行いま
す。 

３ 

上位性・注目種として、当該地域の哺乳類
が想定されていないが、キツネについては、
仮に外来亜種であっても、現時点では当該地
域に定着し、生態系の上位に位置しているも
のと考えられることから、上位性・注目種と
しての選定を検討すること。 

キツネについては、約３０年前に害獣駆除のた
め外来亜種のキタキツネが導入されていること
が分かっています。本種は上位性として予測する
ために必要な情報を得ることが困難なため、上位
性の注目種として選定することは適切ではない
と考えます。 

９．景観 

No. 意見概要 事業者の考え方（案） 

１ 

豊かな自然環境の中に新たに巨大な構築
物が出現することとなるため、主要な眺望点
からの景観のみならず、地域の身の回りの景
観への影響についても、検討すること。 

地域の身の回りの景観は、人と自然との触れ合
いの活動の場の中で近傍の風景の変化として予
測評価を行います。 

１０．文化財 

No. 意見概要 事業者の考え方（案） 

１ 

当該事業実施区域は、周知の埋蔵文化財包
蔵地「カラ岩谷遺跡」「敷水洞遺跡」「堀城跡」
「家老屋敷」に該当しており、同区域内にお
ける工事内容等によっては、文化財保護法に
基づく届出等が必要となることから、県教育
委員会と事前に協議すること。 

周知の埋蔵文化財包蔵地において工事を実施
する場合は、教育委員会と協議を行います。 

２ 

国指定天然記念物ヤマネの生息地に該当
することも考えられるため、聞き取り調査を
充実するとともに、現地調査における巣箱を
増加させるなど、十分な調査を行ったうえ
で、適切な措置を講ずること。 

哺乳類の調査は平成３年度から実施しており、
それらの調査において聞き取り調査も実施して
います。ヤマネについては、哺乳類の重要な種の
調査（ヤマネ及びモモンガを対象）として、平成
15～17 年度に巣箱調査及び樹洞調査等を実施し
ており、十分な調査を行っているものと考えま
す。 

３ 

このほか、ダム建設予定地周辺には、県や
市の指定文化財が存在していることから、こ
れらへの影響を考慮し、十分な調査を行った
うえで、適切な措置を講ずること。 

市の指定文化財としてカラ岩谷遺跡が事業実
施区域内に存在することから、教育委員会と調整
を図り関係条例（大洲市文化財保護条例）に基づ
く適切な対応を図ります。 

 

１１．環境影響評価準備書の作成にむけて 

No. 意見概要 事業者の考え方（案） 

１ 

準備書の作成に当たっては、最新の科学的
知見を取り入れるとともに、既存ダムのデー
タや対策を検証したうえで、予測・評価を行
い、必要な環境保全措置を検討すること。 

準備書の作成にあたっては、可能な限り最新の
科学的知見及び既存ダムにおける知見を踏まえ
準備書を作成します。 
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No. 意見概要 事業者の考え方（案） 

２ 

準備書については、住民等にわかりやすい
内容とすることはもとより、膨大な頁数とな
ることが想定されるため、必要に応じ資料・
データを別冊にするなど、編集方法にも意を
用いること。 

準備書は、法及び省令に則り作成するととも
に、準備書を要約した要約書及びその内容等を簡
潔に記載したパンフレットを作成し、一般の方に
も内容が理解しやすくなるよう努めます。 

３ 

住民等から動物や生態系などについて、多
くの意見が寄せられているが、より科学的な
議論ができるよう、わかりやすい形で環境影
響評価制度の趣旨や動植物の生態等の情報
提供に努めるとともに、可能な限り調査結果
を開示するなど、住民等に十分説明する機会
を設けること  

準備書の作成に当たっては、調査、予測、評価、
環境保全措置等の内容が理解しやすい記載とな
るよう努めます。 
また、パンフレットを作成するなどにより、住
民等への分かりやすい情報提供に努めるととも
に、調査結果についてはホームページにおいて可
能な限り公開します。 

 

１２．その他 

No. 意見概要 事業者の考え方（案） 

１ 

ダムの建設によって、新たな湖水面が出現
することから、ダムの存在が、周辺地域の特
徴的な気象現象である「肱川あらし」など微
気象へ及ぼす影響について、鹿野川ダム完成
前後の状況を地元から聞き取り調査するな
ど、可能な限りの調査を行い、検討されたい
こと。また、山鳥坂ダム完成前後の年間の霧
発生日数等を把握し、微気象への影響を検証
されたいこと。 

微気象の変化については、既設ダムの事例か
ら、環境影響評価の対象となるような大きな影響
はないと考えられるため、環境影響評価の対象と
して取り扱いません。 

 
 
 


